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統計データによる現状分析 

《持続可能性の検証》 

１. 介護人材の需給ギャップ推計 

～鹿児島県「鹿児島すこやか長寿プラン2024」より抜粋～ 

介護人材の現状と将来推計 

○ 本県の高齢化率は2040(令和22)年には38.8％と約５人に２人が65歳以上になること

が予想されています。既に減少に転じている生産年齢人口の減少が加速する中で、医

療・介護双方のニーズを有する85歳以上人口は2040(令和22)年にピークに近づくと見

込まれており、今後、介護に対するニーズはますます高まり、介護職員不足が一層深

刻化することが予想されています。 

○ 国立社会保障・人口問題研究所による本県の推計人口、市町村における介護サービ

ス利用者数等に基づく推計によると、2040(令和22)年から2045(令和27)年にかけて、

介護職員が8～9千人不足すると見込まれています。 

 このため、介護人材確保に係る各種施策に取り組んでおり、外国人介護人材につい

ても「かごしま外国人材受入活躍推進戦略」（令和２年３月策定）に基づき、確保を

図っているところです。 

○ 中長期的な介護ニーズ等を勘案し、2040(令和22)年に向けて必要となる介護人材を

確保できるよう、介護現場における生産性向上の推進など、引き続き、対策の強化を

図る必要があります 

 

介護職員の将来推計（鹿児島県） 

 

 

 

出典：鹿児島県「鹿児島すこやか長寿プラン 2024」  

単位：人
介護職員数
（需要推計）

介護職員数
（供給推計）

介護職員数
（需要と供給の差）

令和８年 35,820 33,248 2,572

令和22年 38,778 30,584 8,194

令和27年 37,810 28,987 8,823
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２. 需要に対する供給 

 

2050年までの需要に対する供給のイメージ 

 

 

 

 

 

出典：三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング「総合事業の充実に向けたワークシート」 
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３. 元気高齢者「就業・活動」の実態 

① 就業人口・就業率について 

令和２年の高齢者の就業者数は、前期高齢者（65～74歳）は6,130人、後期高齢者（75

歳以上）は1,720人で、平成27年と比較すると、前期高齢者・後期高齢者ともに就業人口は

増加し、就業率も高くなっています。 

 

就業人口・就業率 

 

出典：国勢調査 

 

  

人数 割合
［B/A］

人数 割合
［B/A］

人数 割合

（人） （％） (人)  (％) (人) (ポイント)

28,344 29,928

12,523 14,379

うち就業者数［B］ 4,425 35.3 6,130 42.6 +1,705 +7.3

15,821 15,549

うち就業者数［B］ 1,531 9.7 1,720 11.1 +189 +1.4
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② 就業状況の推移について 

全体の就業者数は年々減少していますが、高齢者就業者数は増加傾向にあり、令和２年

の就業者に占める65歳以上の就業者数の割合や65歳以上人口に占める65歳以上就業者数の

割合は、過去３回の調査結果と比較すると最も高くなっています。 

 

就業状況の推移 
 

 
 

 

出典：国勢調査 

 

 

 

  

就業者数 65歳以上人口

[A] ［B］

［C/A］ [C/B]

(人) (人) (人) (人) (人) (％) (％)

平成17年 49,440 25,032 5,696 4,416 1,280 11.5 22.8
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③ 業種別就業状況について 

就業者全体の状況と65歳以上就業者の状況を比較すると、「建設業・製造業」「卸小売

業・飲食業」「金融・保険・不動産業」の占める割合に大きな差はありませんが、65歳以

上の「農林業・鉱業」の占める割合が就業者全体よりも大きくなっている一方、「サービ

ス業・その他」の占める割合は小さくなっています。 

男女別でみると、「農林業・鉱業」では、男性は女性の約２倍となっています。 

 

業種別就業状況 

 

出典：国勢調査（令和２年） 

 

 

 

業種別・男女別就業状況 

 

出典：国勢調査（令和２年） 
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４. 介護現場の生産性向上の状況 

① 生産性の向上とは 

厚生労働省では、介護現場における生産性向上の取組は、「介護の価値を高めるこ

と」と定義され、人材育成や効率化等により介護サービスの質の向上や人材の定着・

確保を目指しています。 

 

出典：厚生労働省 地方自治体向け資料から 
 

② 全国の状況 

 

出典：デジタル庁 介護現場の生産性向上に関するダッシュボード  
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③ 生産性向上推進体制加算について（令和６年度報酬改定から） 

○対 象 

   短期入所系サービス、居住系サービス、多機能系サービス、施設系サービス 

  

  ○要 件 

   生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 

・(Ⅱ)の要件を満たし、(Ⅱ)のデータにより業務改善の取組成果が確認されている 

・見守り機器等のテクノロジーを３種類すべて導入 

・職員間の適切な役割分担（介護助手の活用等）の取組を実施 

・１年以内ごとに１回、業務改善効果のデータ提供 
 

   生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 

・検討委員会の開催やガイドラインに基づく改善活動を継続的に実施 

・見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入 

・１年以内ごとに１回、業務改善効果のデータ提供 
 

○導入が必要となるテクノロジーについて 

 
出典：厚生労働省資料「令和６年度介護報酬改定 生産性向上推進体制加算について」 
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④ 生産性向上推進体制加算の状況について 

 

  【全国の状況】 

 

出典：デジタル庁 介護現場の生産性向上に関するダッシュボード 

 

 

  【本市の状況】（令和８年６月時点） 

 加算

区分 

対象 

事業者数 

加算対象 

事業所数 

加算 

取得率 

特養 

（特別養護老人ホーム） 

(Ⅰ) 
８ 

０ 0.0％ 
75.0％ 

(Ⅱ) ６ 75.0％ 

老健 

（介護老人保健施設） 

(Ⅰ) 
４ 

０ 0.0％ 
75.0％ 

(Ⅱ) ３ 75.0％ 

特定 

（特定施設入居者生活介護） 

(Ⅰ) 
１ 

０ 0.0％ 
0.0％ 

(Ⅱ) ０ 0.0％ 

特定 

（地域密着型特定施設入居者生活介護） 

(Ⅰ) 
２ 

１ 50.0％ 
100％ 

(Ⅱ) １ 50.0％ 

高齢者グループホーム 

（認知症対応型共同生活介護） 

(Ⅰ) 
30 

１ 3.3％ 
43.3％ 

(Ⅱ) 12 40.0％ 

小規模多機能型居宅介護 
(Ⅰ) 

６ 
０ 0.0％ 

100％ 
(Ⅱ) ６ 100％ 

介護医療院 
(Ⅰ) 

３ 
０ 0.0％ 

0.0％ 
(Ⅱ) ０ 0.0％ 

小 計 
(Ⅰ) 

54 
２ 3.7％ 

55.6％ 
(Ⅱ) 28 51.9％ 

合 計 54 30 55.6％ 

 


